


































































































































ために親が看護をする時間に匹敵し（ドイツ社会法典 5 編45条）（ 5 ）、介護時間
法 2 条 3 項は法律又は合意による使用者の賃金継続支払義務を定めている。そ
してさらに、賃金の支払義務が成立しない場合には、補足的に（subsidiär）、
介護保険法（社会法典11編）44a 条 3 項に基づき税込み報酬の70％の介護支援
手当（Pflegeunterstützungsgeld）が介護保険者により労働者に支給される（介





























































はないが、統計上、所得の中央値の 3 分の 2 以下をいう（図表 1 ）。この基準
を基にすれば、日本では低賃金雇用はどのくらい広まっているのだろうか。
2015年（調査の対象時期：2014年 1 月 1 日から同年12月31日）の中央値は、年










（2014年10月 1 日から2015年 9 月30日まで（全国加重平均は時給780円）、同年















所得の中央値 2，047．18円 355，800円 4，270，000円＊＊





























































































































































































金をうける地位が付与され（国年法 7 条 1 項 3 号）、また家族として療養給付




























































































通常の労働者の所定労働時間 4 分 3 未満等である短時間労働者に該当し、か
つ、イ　 1 週間の所定労働時間が20時間未満であること、ロ　当該事業所に継
続して 1 年以上使用されることが見込まれないこと、ハ　報酬額が 8 万8000円
未満であること、二　学生であること、のいずれかに該当することを適用除外
要件と定める。）、新たに25万人の短時間労働者が加入すると見込まれている。
















































































標準報酬月額 160，000 220，000 260，000
厚生年金 41，816 57，998 67，692
基礎年金 ＋65，040 65，040 65，040





3 ⊖ 3 ）。なお、生活保護の計算には、冬季加算・期末一時扶助を入れていない。
図表 4
ドイツ＊
時給（€） 8，84 9，70 生活保護（単身高齢者世帯）の
支給月額（12編による総需要）
月額報酬（税込み） 1．537 1．687 標準給付（生活扶助）409,-　
報酬点数（年間） 0，4973 0，5456 住宅扶助　　　　　　336,- ＊＊
現在の年金の期待額（€） 30，45 30，45
年金額（€） 681，38 747，66 　　　　　　　　　　745,-
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　不本意非正規はミドルだけではなく、学卒後の早期に離職した若者にも拡大




















































　国民年金だけに加入している場合には、支給額は厚生年金の 3 分の 1 にな
る。そうであれば、高い年金保険料を支払わずに、生活保護を受給すればよい
という、誤った刺激を与えることにもなろう。
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